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定款の一部変更に関するお知らせ 
 

 

当社は、平成 27年５月 20日開催の取締役会において、平成 27年６月 26日開催予定の第 78回定

時株主総会に、下記のとおり「定款一部変更の件」について付議することを決議いたしましたので、

お知らせいたします。 

 

 

記 

 

１． 変更の理由 

①  インターネットの普及に鑑み、法務省令に定めるところに従い、株主総会参考書類等を
インターネットで開示することにより、みなし提供できるようにするために、定款第 15

条に WEB開示に関する規定を新設するものであります。 

②  取締役会の機動的な運営を図るとともに、取締役の積極的かつ迅速な意思決定・業務執
行を実施するために、定款第 28条に取締役会の書面決議を可能とする規定を新設するも

のであります。 

③  取締役および監査役が期待された役割を十分に発揮することができるよう、また社内外
を問わず広く適任者を得られるようにするため、定款第 30条および第 39条に、取締役会

決議によって取締役および監査役の責任を法令の範囲内で一部免除できる旨の規定と、取

締役（業務執行取締役等であるものを除く。）および監査役との責任限定契約の締結を可

能とするための規定を新設するものであります。なお、定款第 30条（取締役の責任免除）

の新設につきましては、各監査役の同意を得ております。 

④  上記規定の新設に伴い、条数の繰り下げを行うものであります。 

 

２． 変更の内容 

変更の内容は次のとおりであります。 

（下線部分は変更部分を示します。） 

現 行 定 款 変 更 案 

第１条～第14条 （略） 第１条～第14条 （現行に同じ） 

（新  設） （株主総会参考書類等のインターネット開示

とみなし提供） 

第15条 当会社は、株主総会の招集に際し、株

主総会参考書類、事業報告、計算書類

および連結計算書類に記載または表示

をすべき事項に係る情報を、法務省令

に定めるところに従いインターネット

を利用する方法で開示することによ

り、株主に対して提供したものとみな

すことができる。 

第15条～第26条 （略） 第16条～第27条 （現行に同じ） 



現 行 定 款 変 更 案 

（新  設） （取締役会の決議の省略） 

第28条 当会社は、取締役の全員が取締役会の

決議事項について書面により同意した

ときは、当該決議事項を可決する旨の取

締役会の決議があったものとみなす。た

だし、監査役が異議を述べたときはこの

限りでない。 

第27条 （略） 第29条 （現行に同じ） 

（新  設） （取締役の責任免除） 

第30条 当会社は、会社法第426条第１項の規

定により、任務を怠ったことによる取締

役（取締役であったものを含む。）の損

害賠償責任を、法令の限度において、取

締役会の決議によって免除することが

できる。 

②当会社は、会社法第427条第１項の規

定により、取締役（業務執行取締役等で

あるものを除く。）との間に、任務を怠

ったことによる損害賠償責任を限定す

る契約を締結することができる。ただ

し、当該契約に基づく責任の限度額は、

法令が規定する額とする。 

第28条～第35条 （略） 第31条～第38条 （現行に同じ） 

（新  設） （監査役の責任免除） 

第39条 当会社は、会社法第426条第１項の規

定により、任務を怠ったことによる監査

役（監査役であったものを含む。）の損

害賠償責任を、法令の限度において、取

締役会の決議によって免除することが

できる。 

②当会社は、会社法第427条第１項の規

定により、監査役との間に、任務を怠っ

たことによる損害賠償責任を限定する

契約を締結することができる。ただし、

当該契約に基づく責任の限度額は、法令

が規定する額とする。 

第36条～第42条 （略） 第40条～第46条 （現行に同じ） 

 

３． 日程 

定款変更のための株主総会開催日  平成 27年６月 26日（金） 

定款変更の効力発生日       平成 27年６月 26日（金） 

 

以  上 


